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第１章　「国家監督」と「自己監督」
第１節　いわゆる「執行欠缺」問題
筆者はこれまで、環境への危険性等につき科学的知見の不確かな現象（不確実性）を法的に
いかに制御していくべきかという問題意識から、とりわけドイツ環境法を素材として、規制的
手法、規制柔軟化手法及び経済的手法の機能性等を論じてきた1。国民の健康保護や環境保護の
利益を重視するならば、制御における経済的効率性を追求する規制柔軟化手法や経済的手法は
あくまで国家による直接的な規制（規制的手法）の補完的役割にとどまるべきであり、不確実
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環境リスク規制における自己監督手法の
機能性と限界
性に対する制御手法の中軸は依然として規制的手法が担うべきであるということが、これまで
に得たさしあたりの結論である2。
とはいえ、規制的手法については、これまでつとにいわゆる「執行欠缺（Vollzugsdefizite）」
問題がその重大な欠点として指摘されてきた3。執行欠缺とは、一言で言えば、「環境法規範で
規律されている環境保護水準と現実のそれの不一致」のことである4。つまり、国家が法的に各
種の環境保護水準を設定し、規制的手法によりその遵守を義務づけたとしても、現実にはその
水準が達成されず、法が執行されない状態が続くことをいう。ドイツでは、環境法に関し、既
に1974年時点で「相当な執行欠缺を被っている」5とされ、1994年には「慢性的な執行欠缺」6
が指摘されるまでになる。また、日本においても、（厳密な意味での規制基準ではないものの）
光化学オキシダントや浮遊粒子状物質についての環境基準が十分に達成されないままであるこ
とは、執行欠缺の一つの例である7。
法の執行過程は、法律から法規命令等への具体化、許可等に際しての個別事例への適用、施
設稼働開始後の監督といった様々な局面を含み、それぞれに執行欠缺が指摘される8。しかし、
中でも特に執行が不十分なのは施設稼働開始後の「監督」であるとされている。ドイツの環境
問題専門家審議会（Rat von Sachverständigen für Umweltfragen）が行った調査によれば、官庁が
自発的に監督活動を行うことはまれで、市民からの苦情によってはじめて監督活動に乗りだす
というのが最も多いパターンだとのことである。また、同調査では、監督官庁へのアンケート
において、十分に監督活動を行っているという回答は全体の１割程度であり、残りの９割は監
督活動に何らかの改善が必要であるとしていた（かつ、全体の６割が監督活動の「著しい改善」
が必要と回答した）ということも報告されている9。この調査結果は1978年時点のかなり古いデ
ータではあるが、監督活動の執行が最も欠けているということは近時においてもしばしば指摘
されている10。例えば、1995年時点でもバーデン・ビュルテンベルク州における労働保護・イ
ミッシオン防止領域での企業に対する監督活動は、１企業あたり、平均して10.6年に１回しか
なされていないとのことである11。
こうした事態が生じるのは、監督活動には執行に不利な特有の諸条件が存在するからである。
即ち、監督措置（施設の改善命令等）を必要とする対象施設を見つけだすのは、基本的に官庁
の任務である。そのためには、現地での調査・立入検査等が必要となるが、往々にして、それ
にかける職員や予算が乏しいと言われる12。職員が現場に赴いたとしても、施設改善の必要性
等についての技術的知見を持ち合わせていないということもある13。また、許可時なら、施設
稼働者も許可を早く得たいがために、官庁に対し協力的であるが、許可付与後は既に自己に有
利な稼働条件を得ているので、稼働者はきわめて非協力的に、ディフェンシブに振る舞うとさ
れている14。
しかし、このような監督活動の実際上の困難性にもかかわらず、不確かな危険性を孕む施設
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稼働に対する監督活動の重要性はきわめて大きい。なぜなら、そうした施設稼働を認める当初
の決定（許可等）が未だ知見の不確かな段階での決定であったとすれば15、その後、実際の稼
働を通した知見の拡充や施設周辺での状況変化等を常に監視し、施設に対し適時かつ適切な措
置を施していくことが不可欠だからである16。
そこで、執行欠缺に陥りがちな官庁による監督活動（以下、「国家監督」という）を補助ない
し補完すべく、施設稼働者自身に自己の活動を監督させる、あるいは企業組織の法的操作によ
って環境利益の考慮を組織自体に動機づけていくということが考えられる17。このように、被
規制者である私人を何らかのかたちで監督活動に関与させる手法を「自己監督
（Eigenüberwachung）」手法18と呼ぶとすれば、ドイツの連邦イミッシオン防止法（Bundes-
Immissionsschutzgesetz; 以下、「BImSchG」という）にはいくつかの自己監督手法が用意されて
いる。BImSchGは自己監督手法を利用していることもあり、その執行が比較的成功している法
律とされている19。
第２節　BImSchGにおける監督の仕組み
（1）国家監督の仕組み
BImSchGにおける自己監督手法の位置づけを知るために、ここで簡単に同法における許可必
要施設（genehmigungsbedürftige Anlagen）20に対する監督の仕組みを概観しておこう。
まず、BImSchGにおいては基本的に管轄官庁が包括的な監督任務を負うものと規定されてい
る。即ち、「監督（Überwachung）」と題された同52条の冒頭では、「管轄官庁は、この法律……
及び法規命令の実施（Durchführung）を監督しなければならない」と定め、執行の確保を全体
として管轄官庁の任務としている（同52条１項１文）。その監督活動の端緒は、対象施設が許可
要件を許可後も満たしているかどうかを再検討することである。特に、当初の排出条件では周
辺住民等に対する十分な危険防御（Gefahrenabwehr）を確保できないおそれが生じた場合や、
許可後の技術水準の発展により大幅な排出削減や施設の安全性改善が可能となった場合には、
管轄官庁は、許可要件自体の見直しも含め、対象施設の許可要件適合性の再検討に着手しなけ
ればならない（同52条１項２文・３文）。具体的には、対象施設が違法な稼働をしている場合は
もとより、新規施設の設置等により周辺の大気状況が悪化した場合や、新たな技術が開発され
た場合等に、周辺住民に対する危険防御や「技術水準（Stand der Technik）」に則した事前配慮
（Vorsorge）といった許可要件がなお満たされているかどうかを再検討するのである21。そして、
そのために、管轄官庁には、施設稼働者や第三者に対する立入調査権限、試料取得権限、報告
徴収権限等が与えられている（同52条２項・３項・６項）。
この「再検討」の結果、何らかの改善策が必要であると判明した場合、管轄官庁は施設稼働
者に対し新たに命令（追加的命令; nachträgliche Anordnung）を下すことができる（同17条）。こ
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の命令が履行されない場合は、施設稼働の一部又は全部の禁止（Untersagung）もありえ（同20
条１項）、最終的には、許可の撤回（同21条）に至ることもある。また、監督中に、無許可営業
の施設等を発見した場合、管轄官庁はその閉鎖（Stilllegung）や除却（Beseitigung）を命じるこ
ともできる（同20条２項）。
（2）自己監督の仕組み
このように、BImSchGは管轄官庁に包括的な監督権限を付与しているわけであるが、前節で
述べたように、国家が独力でそれを実効的ならしめることは容易ではない。そこで、BImSchG
は施設稼働者自身を監督活動に関与させる自己監督手法をいくつか用意している。
詳しくは後に触れるが、まず、管轄官庁は施設稼働者に対して施設の稼働状況等の調査・測
定を命じ（調査・測定義務）、必要に応じて、その結果を報告させることができる（同26~31条;
下記第２章参照）。いわば、国家監督のための基礎資料の収集を施設稼働者に肩代わりさせるの
である。さらに、管轄官庁にいちいち事業改善を指摘されるよりは、そもそも施設稼働者が
日々自らの活動を省み、環境適合的な活動を志向するようになる方が（国家監督の負担軽減と
いう点でも）望ましい。そこで、BImSchGは、施設稼働者に対し、あらかじめ環境保護責任者
やイミッシオン防止管理者といった環境保護のための組織を整備するよう義務づけ（組織化義
務）、内部から組織に環境利益の考慮を「動機づける」手法を採用している（同52a条、同53~58
条、同58a～58d条; 下記第３章、第４章参照）。後に見るように（下記第４章第１節（2）参照）、
イミッシオン防止管理者には、規制の遵守を監督する任務のみならず、法的な規制水準を超え
た環境保護を組織に動機づける任務まで与えられている。
ところで、自己監督手法はその目的により二つのタイプに分けることができる。一つは、法
的規制を前提にして、その遵守のため（あるいは規制を逸脱しないため）になされる自己監督
手法である。調査・測定義務や、イミッシオン防止管理者の規制遵守監督任務等がこれに当た
る。もう一つは、イミッシオン防止管理者の後者の任務のように、法的な規制水準を超えた環
境保護を目的とした自己監督手法である。そこで、以下、前者のタイプの自己監督手法を「規
制前提型」と呼び、後者のタイプのそれを「規制独立型」と呼ぶことにする22。
日本法に目を転じると、上記のようなBImSchGの国家監督及び自己監督に類似した仕組みは、
「大気汚染防止法」や「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律」等において既に制
度化されている。ただ、これらにおける自己監督手法は基本的に「規制前提型」に定位されて
いる23。その意味で、「規制独立型」の自己監督手法を正面から規定しているBImSchGの仕組み
は興味深い。もし「規制独立型」の自己監督手法がドイツにおいて成功を収めているとすれば、
それは日本法にとって有益な示唆となると同時に、「規制→国家監督」という旧来の規制的手法
の仕組みを自己監督手法によって代替していく（あるいは規制的手法の役割を小さくしていく）
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可能性を示すことになる。これはこれまでの筆者の研究結果にとっても大きなインパクトを与
える。
そこで、本稿では、BImSchGに規定される各種の自己監督手法を分析し、同手法がどのよう
な機能を有効に果たし、どのような点で限界に至るのか（自己監督手法の機能性と限界）につ
いて考察する。自己監督手法は、執行欠缺を回避する妙手となりうるのであろうか、さらには、
旧来の規制的手法の仕組みを越えていくポテンシャルさえ有するものなのであろうか。この考
察は、不確実性の法的制御において、どこまで被規制者の自主性に期待をかけることができる
のか、裏を返せば、国家はどのような規制責任を果たすべきなのか、ということの一端を明ら
かにする試みでもある。
第２章　調査・測定義務（BImSchG26～31条）
第１節　義務の内容
上記のように、BImSchGは、許可必要施設の施設稼働者に対して各種の「調査・測定義務」
を定めている（同26～31条）24。
義務の内容を簡単に概観すると、まず、管轄官庁は施設稼働者に対して、いわば「単発的」
に、施設から生じるエミッシオンやイミッシオンの種類・程度について調査をさせることがで
きる。具体的には、当該施設から有害な環境影響が生じるおそれが生じた場合（同26条１文）
や、稼働開始直後又は前回の調査から３年経った場合（同28条１文）等に、調査義務が課され
る。また、管轄官庁は、万が一の事故を念頭に置いて、施設の事故リスクの程度や、事故がど
のように推移し、その影響を小さく抑えるためにどのような措置が可能かといったことを施設
稼働者に調査させることもできる（同29a条）25。
このように必要に応じた「単発的」なものと並んで、BImSchGには「継続的」な調査・測定
義務も存在する。即ち、管轄官庁は、施設稼働者に対して、自動記録式測定機器を用いて、エ
ミッシオンやイミッシオンを継続的に測定させることができる（同29条１項１文）。特に、大気
汚染物質を大量に排出する施設に対しては、原則として継続的調査命令が下されることになっ
ている（同２文）。この継続的測定は、定義上、必ずしも切れ目なしの測定を意味するものでは
なく、長期にわたって１日～１週間程度の短い間隔での測定を繰り返すということも含まれる
が26、実際には、通常、切れ目なしの測定が行われているようである27。
そして、管轄官庁は、以上の調査・測定の結果を必要に応じて提出させることができる（同
31条）。
これらの調査・測定義務は、管轄官庁の命令により課されるものであり、それを命じるかど
うかは（広狭の差はあれ）管轄官庁の裁量に委ねられている。これに対して、BImSchGに基づ
き直ちに全施設稼働者に課されるものとして「エミッシオン申告書（Emissionserklärung）」の提
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出義務がある28。同27条１項によれば、施設稼働者には、管轄官庁に対し、施設から生じる大
気汚染の種類、量、空間的・時間的拡散及びその排出条件等について申告することが義務づけ
られる。申告すべき内容は11.BImSchV29に規定されているが、これは数十項目にもわたるかな
り詳細なものとなっている。このエミッシオン申告書は、施設稼働者によって、４年ごとに最
新の情報に更新されることになっている。要するに、エミッシオン申告書は、誰が、どこで、
どのくらいの規模で、どのような種類の物質を排出しているかということを明らかにするもの
である。上記の調査・測定義務と異なり、法律で一律に全施設稼働者にエミッシオン申告書の
提出が義務づけられているのは、管轄官庁が定期的に最新の排出状況を把握できるようにし、
もって各種の国家監督や管轄官庁の浄化計画の情報基盤とするためである30。
なお、これらの調査・測定義務において、施設稼働者にはそれほど大きな自由が与えられて
いるわけではない。実施されるべき調査の種類・内容を詳しく定めるのは管轄官庁であり（同
26条２文、同27条４項、同29a条１項３文）、実際に現場で調査にあたる担当者も施設稼働者が
自由に任命することはできず、管轄官庁により十分な技術的設備・専門性・信頼性・非党派性
等を有すると認められた「指定機関」の中から選任する仕組みとなっている（同26条１文、同
29a条１項１文）31。
そして、調査等にかかる費用は、施設稼働者が自ら負担しなければならない（同30条）。
第２節　自己責任を根拠とした国家監督補助機能
（1）国家監督の補助
さて、以上のような各種の調査・測定義務は自己監督手法の一つとしてどのような機能を果
たすものであろうか。まず、調査義務等が「国家監督を補助する機能」を持つことは明らかで
あろう。上記のように（第１章第２節（1）参照）、管轄官庁には包括的な監督任務・権限（時
には介入義務32）が与えられているものの、それを適切に果たすためには、エミッシオンやイ
ミッシオンに関する質的及び量的に十分な調査が必要である。とりわけ、BImSchGのように、
危険性の未知な現象の制御（事前配慮）をも目的とする場合、多面的かつ継続的な状況認識が
不可欠となる。そこにおいて、国家が自らそのような調査を行おうとすれば、それは国家にと
ってきわめて大きな負担となる。そこで、国家は各種の調査義務を私人に転嫁することで、こ
の苦境を克服しようとする。調査・測定義務は、その一つの現れとして捉えることができる。
その際、上記の概観において目立っていたのは、調査・測定に際しての「国家の主導性」で
ある。即ち、国家はこれらの調査等において、調査内容等の詳細を自ら決定することができる。
そして、「指定機関」による調査を義務づけることで、国家は調査結果の正確性・客観性を担保
する。さらに、調査命令が履行されない場合等には５万ユーロ以下の過料（Geldbuße）を予定
することで、その実効性を確保している（同62条）。こうした「主導性」の発揮によって、国家
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は自己への過剰な負担を回避しながらも有効に正確な情報を手にすることができ、後の国家監
督にそれを利用していくことができる33。
このようなことからすれば、上記の調査・測定義務は自己監督手法の一つに分類されるもの
の34、次章以下で見る組織化義務のように、組織自体に環境利益の考慮を「動機づける」機能
は希薄であり、本来は国家がなすべき調査を私人に転嫁することで、私人に国家監督を補助さ
せることに重心をおいたものであると言えよう35。
（2）義務の根拠としての「自己責任」
ただ、ここで一つの疑問が生じる。「国家が介入しない限り、私人は自由である」という古典
的な立場に立てば、上記のような調査・測定は本来、国家自らが行わなければならないもので
ある36（例えば、VwVfG24条の職権調査原則; Amtsermittlungsgrundsatz）。事実の調査が、本来は
国家が果たすべき任務であるとすると、施設稼働者は、なぜ自らへの不利な介入（例えば、追
加的命令）の基礎資料を提供することにもなりかねない任務を引き受けなければならないので
あろうか。
この点に関して示唆を与えるのが、調査等にかかる費用負担のあり方である。BImSchG30条
では、許可必要施設の場合は、施設稼働者が常に調査費用を負担し、許可必要施設に比べて環
境への危険性が相対的に小さい許可不要施設の場合は、調査によって違法状態等が確認された
場合にのみ、施設稼働者がその費用を負担するという仕組みが採用されている。ここには、潜
在的にであれ大きな環境負荷を与える活動を行う者は、自己の活動の危険性の大きさに応じて
自ら環境保護責任を負うべきであるという意味での「自己責任（Eigenverantwortung）37」の理
念を読み取ることができる。環境保護という任務はもはや国家のみに向けられたものではなく、
国家と社会の共通任務であるとされる38。つまり、環境を危険にさらす者は自己の行為に責任
を持ち、自らを監督しなければならないという理念が、調査・測定義務を正当化する根拠とし
て採用されていると考えられるのである。
以上を要すれば、BImSchGにおける調査・測定義務は、環境保護に対する「自己責任」を根
拠として、私人に国家監督を補助させる機能を持つと言える。私人は「自己責任」に基づき、
環境保護という共通の任務に関して国家との間で役割分担をする。だが、見方を変えれば、こ
こには「自己責任」の名の下に規制の強度を強化し、私人に対して国家任務を転嫁しようとす
る国家の姿をうかがうことができよう。
第３章　組織化義務Ⅰ－企業内環境保護組織の報告義務（BImSchG52a条）－
第１節　BImSchGにおける組織化義務の概観
BImSchGには、許可必要施設を運営する組織（以下、「企業組織」という）の内部組織に関す
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るいくつかの義務（組織化義務）が規定されている。即ち、本章で見る、環境保護責任者の届
出義務（同52a条１項）及び環境保護組織の報告義務（同２項）、並びに、次章で検討するイミ
ッシオン防止管理者（及び事故防止管理者）の任命義務（同53条以下）である。
BImSchGがこのような組織化義務によって、排出規制のようないわば「煙突の末端（end-of-
the-pipe）」における規制を越えて、企業組織内部にまで制御の手を伸ばしたことには、いくつ
かの要因が考えられる。第一に、上記のように、環境保護を「国家と社会の共通任務」とする
考え方が浸透してきたということがある。社会の側も環境保護に寄与する責務を持つ以上、特
に環境を危険にさらしかねない施設には、「結果として」環境に悪影響をもたらさないというこ
とだけではなく、日常の稼働を含めた自己の活動「プロセス」全体を環境保護に適したものに
していくことが要請される39。第二に、化学工場等を典型とする現代の大規模施設が潜在的に
抱える事故リスクの大きさもまた、その要因の一つとなる。特に、大きな損害をもたらす事故
は、単に技術上のトラブルによってだけでなく、人的な組織上の瑕疵によっても引き起こされ、
さらに、不適切な組織構造がその損害を倍加させることもありうるからである40。第三に、
BImSchGにおいて施設稼働者に課される幅広い基本義務（Grundpflichten）の存在がある。施設
稼働者は、基本義務として、いわゆる「危険（Gefahr）」から「リスク（Risiko）」に至るまでの
様々な危険性をコントロールし、時間的にも稼働開始前から稼働停止後に至るまでの長期間に
わたる適切な施設運営を義務づけられている41。このような施設運営を可能にするには、企業
組織自体をはじめから環境保護に適したものにしておくことが合目的的である。万が一の損害
発生による大きな民事責任のリスクに鑑みれば、このことは企業組織自身にとっても好都合で
ある42。
本章では、このような背景を負って規定された環境保護責任者の届出義務と環境保護組織の
報告義務を取り上げ、自己監督手法のさらなる機能性について考察する。
第２節　企業内環境保護組織の報告義務
B I m S c h G 5 2 a条１項によれば、代表機関が複数名から構成されている資本会社
（Kapitalgesellschaft）、又は代表権を持つ複数の社員がいる人的会社（Personengesellschaft）にお
いて、施設稼働者は、業務執行部のうちの誰が責任者となってBImSchGに基づく義務を履行す
るのか（環境保護責任者）を管轄官庁に届け出なければならない。法人がBImSchGの意味での
施設稼働者となることもあるため、企業組織内で責任者として実際に義務の履行にあたる「人
間」は誰なのかということを明らかにする趣旨である（義務の人格化; Personalisierung）43。
そして、この環境保護責任者の下で具体的にどのような方法で義務の遵守を確保していくの
かについて報告するのが、同２項による環境保護組織の報告義務である。ここで報告されなけ
ればならないのは、施設の工学的な性質や技術的な稼働方法についてではなく（これについて
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は、上記のエミッシオン申告書等で報告される）、同52a条全体の見出し「企業内組織について
の報告義務（Mitteilungspflichten zur Betriebsorganisation）」からも知れるように、あくまで「組
織面」での体制についてである44。
この二つの義務をまとめて「企業内環境保護組織の報告義務」と呼ぶとすれば、この義務に
おいて特徴的なのは、企業組織にかなりの自由が与えられている点である。
前章の調査・測定義務の場合、調査内容については管轄官庁が決める等、国家の主導性が目
立っていたが、「企業内環境保護組織の報告義務」にあっては、誰を環境保護責任者にするか、
何人にするかは、原則として企業組織の自由に委ねられている45。また、環境保護責任者に与
える権限・任務についても、学説では一例として、下部組織への指示権限の付与、環境保護に
関する原則の決定、法律上の義務履行のための適切な下部組織の組織化及びその監督、無作為
抽出検査の実施等が挙げられているが46、このような内容を盛り込むかどうかは企業組織の自
由である。一般に、管轄官庁は、BImSchGに基づく義務の履行を確保するために、企業組織の
あり方についても追加的命令を下すことができるが（同17条）、それは、組織的な不具合により
義務履行が確保されないことが明らかである場合のような、特異な事例に限られるとされてい
る47。
環境保護責任者以下の組織についても同様に、報告事項は法律以下に詳細化されておらず、
企業組織の自由に委ねられている48。ちなみに、学説で「最小限の要求」49として挙げられてい
るものをまとめるとおおよそ以下のようになる50。①企業組織内の環境保護関連組織間の関係
（特に個別部門と統括部門の間、及び、イミッシオン防止管理者等の特殊部門と一般的な事業組
織との間の権限・任務・指示関係の明確化）、②環境保護・安全管理に関する指針（その実施を
審査する機関の決定、その実施のための下部組織への行為・決定権限の配分）、③企業組織内の
報告・情報システム（事業プロセスの監視システム、法律違反・事故・指示逸脱に際しての情
報経路、重要な問題について業務執行部への情報提供義務の規定）、④事故マネジメント・事故
時の決定権限、⑤従業員への教育体制、⑥適正な記録の確保・管理システム。
このように、「企業内環境保護組織の報告義務」においては、企業組織に対し、BImSchGに基
づく義務の遵守を組織面でどのように確保していくかを自ら考え、組織のあり方を環境保護の
観点から再検討する余地（組織化の自由）が与えられており、この報告義務はあくまでその自
由の行使の結果を報告させるという仕組みになっているのである。
第３節　二つの機能
（1）国家監督の補助
では、この「企業内環境保護組織の報告義務」は制御手法としてどのような機能を有するも
のであろうか。
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まず、BImSchG52a条１項において企業組織に環境保護責任者の任命を義務づける狙いは、管
轄官庁が企業組織内に「対話相手（Ansprechpartner）」を確保することにあるとされる51。環境
保護関連業務の専門担当者の所在が明らかになることで、管轄官庁は、企業組織内の情報を任
意で入手したり、問い合わせをしたりするルートを手に入れることになる。複雑な組織構造を
持つ大企業にあっては、環境保護担当者が個々の部門ごとに分散していることもあるが、業務
執行部レベル（株式会社においては取締役会）に責任者がいることによって、管轄官庁にとっ
ては照会の手間を省くことができる。
同様に、同２項に関しても、環境保護責任者以下の企業組織内の詳細な権限関係や情報経路
が報告されることによって、管轄官庁は自らの監督活動に際して容易かつ有効に企業組織との
接触を図ることができる52。また、実際に何らかの監督措置を下す場合にも、当該企業組織の
内部構造に即した措置を考案することができ、監督活動における摩擦を回避することができる
53。さらに、管轄官庁が企業組織についてある程度精通しているということは、平時のみなら
ず、事故等の緊急時にも大きな意味を持つ54。
以上からすると、「企業内環境保護組織の報告義務」は、前章の調査・測定義務と同様に、国
家監督を補助する機能を持つと言うことができよう55。
（2）企業組織への動機づけ
しかし、この義務が有する機能はそれだけにとどまるものではない。
環境保護責任者の届出義務（BImSchG52a条１項）に関しては、その目的の一つとして、環境
保護に関する責任を「業務執行部」という企業組織内での高いレベルに明確に定位することが
挙げられている56。同52a条は1990年におけるBImSchGの改正の際に挿入されたものであるが、
それまで、環境保護のための組織化の制度は、もっぱら「中間管理職レベル」に位置するイミ
ッシオン防止管理者制度しかなかった。詳細は次章で述べるが、イミッシオン防止管理者は、
業務執行部への上申権を有する（同57条）ものの、独自の決定権を持たないため、企業運営の
枢要な決定には環境保護の利益が反映されにくいということがあった。そこで、このような組
織構造のために環境保護に関する責任が全面的にイミッシオン防止管理者に転嫁されたり、業
務執行部の構成員同士で互いに責任を押しつけあったりするのを阻止するために、業務執行部
の特定の者に環境保護責任を明確に負わせることとしたのである57。自己の権限が明確化され
ることによって、環境保護責任者に任命された者は否応なしに環境保護に対する意識を高める。
その結果、業務執行に関する決定権の行使によって、従来以上に環境保護の利益が企業活動に
反映されることが期待されている58。
また、環境保護責任者以下の組織体制（同２項）についても、その報告義務を契機として、
企業組織には、環境保護の観点から自己の組織のあり方を見つめ直し、環境利益に配慮した組
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織のあり方を自ら模索する「動機づけ」が与えられることになる59。
つまり、「企業内環境保護組織の報告義務」によって、企業組織には今一度環境保護の利益を
考慮するきっかけが与えられ、その際の「組織化の自由」とも相まって、企業組織の「内部」
から自発的に環境保護が促進されるということが意図されているのである60。
（3）「規制前提型」の成功
ただ、ここで注意しなければならないのは、この「企業内環境保護組織の報告義務」が意図
する「動機づけ」の性質である。企業組織に「環境保護の利益」を動機づけるとは言え、それ
は、BImSchG52a条の文言にも明示されているように61、あくまで「BImSchGに基づく義務の遵
守」を動機づけるのであり、「法的な規制水準を超えた環境保護」までをも射程に捉えるもので
はない。企業内環境保護組織の整備により目指されているのは、あくまでもBImSchGに基づく
各種の義務がよりスムーズに遵守されることなのである。したがって、同52a条に規定される
「企業内環境保護組織の報告義務」は、上記（第１章第２節（2）参照）の整理に基づけば、法
的規制を前提にして、その遵守を目的とする「規制前提型」の自己監督手法に位置づけられる
ものと言えよう。
結果として、「企業内環境保護組織の報告義務」は、実際にある程度の効果を発揮したようで
ある。その成果についてはそれほど多くが語られているわけではないが、ある論者によれば、
環境保護責任者制度の導入は「企業実務において、しばしば、一人の機関構成員へのイミッシ
オン防止問題に対する責任の集約化という意味で、業務配分のしかるべき再編のきっかけを与
え……このことは……イミッシオン防止及び環境保護任務の企業内の制度化を強化し」62、総
じて、同52a条によって「環境保護・イミッシオン防止の企業内での強化という目標は促進され
ている」と報告されている63。
もっとも、このような結果は、「規制前提型」の性質からもうなずけるものである。即ち、
「規制前提型」の自己監督手法は、取り組みしだいでは企業組織自身にとってもメリットを持つ
からである。企業組織にとっては、法律上の要求を満たすための経済的・時間的・人的コスト
ができるだけ小さくすめば、それに越したことはない。上記の「企業内環境保護組織の報告義
務」は、企業組織に対し自己にとって最も効率的な規制遵守の仕方を考察するきっかけを与え
るものであり、この機会をうまく利用することで企業組織にも利益が生じるのである。つまり、
「規制前提型」の自己監督手法は、法律の遵守がより確保され、違法状態の発生を未然防止でき
るという点で、国家にとって有用であるだけでなく、被規制者たる企業組織にとっても利点を
持つのであり、この意味において有効な制御手法と言えるであろう64。
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第４節　補論：環境保護ディレクター
「企業内環境保護組織の報告義務」が持つ「規制前提型」という性格、即ちひとまず法的な
規制水準の達成のみを企業組織に動機づけるという性格は、しかし同時に、同義務に対する批
判の的でもあった。これは特にBImSchG52a条１項の環境保護責任者制度について指摘され65、
その結果、近時の環境法典草案において、その弱点の克服を目指した「環境保護ディレクター
（Umweltschutzdirektor）」制度が組み込まれた（UGB-ProfE94条、UGB-KomE154条）。
詳しい制度内容は別に譲るとして66、一言でその概要を述べるとすれば、環境保護ディレク
ターは、業務執行部の一人に、特定の法律に限らず「環境保護問題全般」についての権限を与
え、法律の遵守を監督させるのみならず、法的な要求水準を超えて環境をいたわるような工程
や製品の開発・導入をはたらきかけるという任務を与えるものとされている。つまり、「規制前
提型」の環境保護責任者制度を「規制独立型」に格上げしようというのである。
しかし、自己監督手法によって、企業組織が法的な規制水準以上に環境利益を考慮するよう
になるということは、現実に期待できるのであろうか。法の不遵守が大きな法的制裁を伴うも
のであるということからすれば、「規制前提型」の組織化義務は、現実的には多少やっかいであ
るかもしれないものの、基本的には企業組織自身の利益にも適うものである。それに対して、
法的な規制水準を超えた環境保護には、一見した限りでは、企業組織にとってのメリットが－
社会的なイメージ・アップ効果以外は－欠けているように思われる。
しかし、それでも法は、何らかの操作によって、企業組織により高度な環境保護を動機づけ、
その自発性をうまく引き出すことができるのであろうか。もしそれが可能であるなら、「規制独
立型」という自己監督手法のヴァリエーションは、国家監督やさらには規制的手法を代替する
可能性を秘めているとも言える。だが、もしそうでないとすれば、自己監督という手法は、あ
くまで規制的手法の存在を背景としてのみ（「規制前提型」としてのみ）機能性を発揮するとい
うことになろう。自己監督という言葉からは、一見、それに対応した国家による規制ないし監
督の後退、即ち「規制緩和」が連想されるかもしれない。しかし、規制緩和が可能かどうかは、
法的な規制水準を超えた「規制独立型」の自己監督手法は果たして有効か、という問題を検討
してはじめて答えられるものと言えよう。この問題については、次章において、「規制独立型」
の自己監督手法としての性格を前面に押し出しているイミッシオン防止管理者制度の検討を加
えた後に、再び立ち返ることとしたい。
第４章　組織化義務Ⅱ－イミッシオン防止管理者制度（BImSchG53～58条）－
第１節　イミッシオン防止管理者制度
（1）制度の概要
BImSchGには、さらなる組織化義務として「イミッシオン防止のための企業内管理者
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（Betriebsbeauftragten für Immissionsschutz; 以下、「イミッシオン防止管理者」という）」制度が設
けられている（同53~58条）。この制度は、以下で述べるように、BImSchGにおける自己監督手
法の中でも最も企業組織の自発性に期待した自己監督手法であり、自己監督手法の機能性と限
界を見極めるという目下の関心にとってきわめて興味深い対象である。ちなみに、同58a~58d条
には「事故防止管理者（Störfallbeauftragten）」制度も規律されているが、イミッシオン防止管理
者の規定にほぼ準じているため、ここではイミッシオン防止管理者制度のみ取り上げる67。
BImSchGにおける許可必要施設のうち、その種類・規模等の点で一定の要件を満たす施設68
の施設稼働者はイミッシオン防止管理者を任命しなければならない（同53条）。イミッシオン防
止管理者は原則として当該企業組織の従業員でなければならず（5.BImSchV１条１項）69、たい
ていは、業務執行部より下位の「中間管理職」70にある者で、大学を出た化学者や技術者が任
命されているようである71。
この制度の趣旨は、イミッシオン防止管理者に環境保護のための各種の助言任務を与え、そ
のはたらきを通して、企業組織の環境保護に対する自発性を促進することにあるとされ72、こ
の狙いは以下の任務規定（同54条）において具体化されている。
（2）イミッシオン防止管理者の任務
第一に、イミッシオン防止管理者は、廃棄物削減や廃熱の利用をも考慮した、環境に優しい
（umweltfreundlich）工程や製品の開発・導入をはたらきかける任務を持つ（BImSchG54条１項
２文１号・２号）。ここで「環境に優しい」とは、単に各種の環境法規制を遵守しているという
だけではなく、法的な規制水準を超えて環境を配慮しているということまで意味するとされて
いる73。つまり、イミッシオン防止管理者は、法的な環境保護要求がいかなる程度であれ、企
業組織が自発的に環境をより配慮するようはたらきかける任務を負っているのである。企業組
織の自発性（Initiative）を促進するという意味で、これを以下「イニシャティブ任務」と呼ぶ
ことにする。このイニシャティブ任務は、以下に挙げるいくつかの任務のうち最も重要な任務
の一つとされ74、制度創設に際しても立法者から最も大きな期待がかけられた任務であった75。
第二に、イニシャティブ任務と並ぶイミッシオン防止管理者の重要な任務は、「監督
（Überwachung）任務」である。BImSchG54条１項２文３号によれば、イミッシオン防止管理者
は、施設の欠陥を是正する措置の提案等によって、施設がBImSchGやその法規命令を遵守する
よう監督する任務を持つ。この任務によって、イミッシオン防止管理者は企業組織内部に属す
る者としての立場から、監督官庁よりも早期に当該企業組織の環境法違反状態を発見・指摘で
きることになる。これは法政策的に見て好ましいと同時に、企業組織自身にとっても、欠陥の
早期発見により管轄官庁の介入を回避できるというメリットを持つ76。
第三に、イミッシオン防止管理者は、「コミュニケーション・情報提供任務」を負う。同54条
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１項４号は、イミッシオン防止管理者に、企業組織の従業員に対して当該施設から生じる有害
な環境影響や、それを阻止するための措置について説明する任務を与えている。たとえ施設・
技術的側面において最新鋭の環境保護対策を講じたとしても、人為的なミスにより損害が発生
したり、損害が発生した場合に知識不足のために適切な対処ができずにさらなる大損害を招い
たりすることもありうるということに鑑みれば77、従業員の環境意識や知識レベルを高めるこ
の任務には大きな意義があると言えよう78。また、施設稼働者に対する報告書の提出（同54条
２項）や、投資決定等に先立って施設稼働者に対して行う意見表明（同56条）、現場の責任者と
イミッシオン防止管理者の意見が一致しなかった場合の執行部への上申の機会（上申権; 同57
条）もまた、イミッシオン防止管理者のコミュニケーション任務として数えられる。
（3）「助言」による任務遂行
イミッシオン防止管理者制度については、様々な観点から、「企業内の国家奉仕者」79、「協
働原理の現れ」80、「企業の自己統制の強化」81、「直接的制御と間接的制御との中間形態」82等
の多様な性格づけがなされている。もっとも、イミッシオン防止管理者が本来的な任務として、
イニシャティブ任務、監督任務、コミュニケーション・情報提供任務という上記三つの任務を
持つということについては、見解の一致が見られる83。
ただ、ここで重要なのは、義務履行の監督と言い自発性の促進と言っても、イミッシオン防
止管理者は違法な施設部分の除去を施設稼働者に命じたり、自らが環境上好ましいとする措置
を当該企業組織に導入させたりする法的な「命令権」や「決定権」を与えられているわけでは
ないということである84。イミッシオン防止管理者は、あくまでそれらの任務を事実上の「助
言（beraten）」として行うに過ぎず（BImSchG54条１項１文）85、助言された措置を導入するか
どうかは施設稼働者の自由なのである。なお、BImSchGには、「助言」活動の他にも、イミッシ
オン防止管理者が管轄官庁による監督活動に関与する場合があることが規定されている（例え
ば、管轄官庁の命令に基づく測定の実施（同28条２文）、管轄官庁の立入に際しての立ち会い
（同52条２項３文））。しかし、これらはイミッシオン防止管理者の専門性が利用されているに過
ぎず、制度趣旨に則した「本来の」任務というよりは、副次的な任務である86。本来の任務が
「助言」にある、ということはイミッシオン防止管理者を特徴づける第一の要素である。
第２節　イミッシオン防止管理者の法的地位
イミッシオン防止管理者制度を特徴づける第二の要素として、その法的地位を指摘すること
ができる。先に述べたように（上記本章第１節（1）参照）、イミッシオン防止管理者を任命す
るのは施設稼働者であって、管轄官庁ではない（BImSchG53条１項）。管轄官庁は、任命された
イミッシオン防止管理者が必要な専門性及び信頼性87を備えていない場合に、別のイミッシオ
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ン防止管理者を任命するよう施設稼働者に求めることができるが（同55条２項２文）、これは強
制的なものではなく、いわば行政指導としての性質しか持たない88。
イミッシオン防止管理者は、企業組織内での私法上の労働契約に基づいて任命され、その権
利・義務は施設稼働者に向けられている89。通説によれば、上記の各任務も法律の直接的な効
力として任命と同時に成立するのではなく、「施設稼働者は…イミッシオン防止管理者に課され
る任務を厳密に示さねばならない」（同55条１項）という規定に示されているように、労働契約
内での取りきめによってはじめて成立するものとされている90。法律上の任務規定は、イミッ
シオン防止管理者に対して直接に権利・義務を付与するのではなく、施設稼働者に対して、イ
ミッシオン防止管理者に最低限それらの任務を付与すべきことを示すものなのである91。
また、イミッシオン防止管理者は監督任務を持つとは言え、施設稼働者による義務の不履行
につき公法上の責任を負わない。つまり、イミッシオン防止管理者は管轄官庁と権限委任関係
や委託関係にはなく、何ら公法上の地位を持つものではないのである92。確かに、イミッシオ
ン防止管理者は企業組織内で環境法の遵守や環境保護一般を促進する役割を持っているという
点で、監督官庁の「腕の延長（verlängerter Arm）」と言われることもあるが93、これは、結果と
して管轄官庁による法律の執行を補佐する機能を帯びているということに過ぎない。むしろ、
管轄官庁はイミッシオン防止管理者を「腕の延長」として積極的に利用してはならないという
のが、制度の本旨に適った解釈であるとされている94。
要するに、イミッシオン防止管理者の法的地位は、管轄官庁の「手先」としてではなく、企
業組織側の人間、つまり企業組織の「内部機関」として色濃く性格づけられているのである95。
そして、イミッシオン防止管理者は、自らも属するところの企業組織に対して、「法律の遵守」
や「法律の要求水準を超えた環境に優しい生産工程の導入」等につき「助言」をし、企業組織
を内側から環境保護に方向づけていく。一言で言えば、イミッシオン防止管理者は「企業組織
内の助言者」なのである。
イミッシオン防止管理者は、監督任務において、前々章の調査・測定義務や前章の「企業内
環境保護組織の報告義務」と同様、国家監督を補助する機能を有するが、この制度の重心はそ
こにはない。むしろ、企業組織に環境保護を動機づけ、その自発性を促進することが、イミッ
シオン防止管理者の果たすべき中心的な機能として期待されている。その意味では、イミッシ
オン防止管理者制度は、前章までの各制度の中で最も「自己監督」性の強いものである。かつ、
法的な規制水準を超えた環境保護の動機づけをも目的としている点で、前章までの各制度とは
異なり、「規制独立型」の性格を有する。そして、ここにこそイミッシオン防止管理者制度の主
たる眼目が存在するのである。
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第３節　イミッシオン防止管理者制度の実際
（1）監督・代表任務の成功
さて、上記第３章第４節では環境保護ディレクター制度に触れ、「規制独立型」の自己監督手
法を通して企業組織に法的な規制水準を超えた環境保護を自発的に考慮させることが現実に可
能なのだろうか、という問題を提起した。今、イミッシオン防止管理者制度が「規制独立型」
の性格をも有することが確認されたところで、同制度の実際からこの問題を考える手がかりを
得ようと思う96。
上記の各任務に即して見てみると、多くの企業組織は「監督任務」をイミッシオン防止管理
者の最も重要な任務として評価しており、立法者の期待に反して、ここに実際のイミッシオン
防止管理者の活動の重心があるとされている97。もっとも、これは理解のできないことではな
い。イミッシオン防止管理者は、管轄官庁の「腕の延長」として当該施設の違法状態の発見に
目を光らせているのではなく、むしろ逆に、イミッシオン防止管理者は「内部機関」としての
立場から、当該企業組織に有利な助言をし、管轄官庁の介入の機先を制するはたらきをする。
したがって、多くの企業組織が「自己利益」の観点からイミッシオン防止管理者の監督活動を
高く評価するというのは見やすい道理である98。
さらに、特筆すべきなのは、イミッシオン防止管理者が本来の任務として法律で挙げられて
いない「代表（Repräsentation）任務」を、事実上、監督任務に次いで重要な任務として果たし
ているということである99。「代表任務」とは、イミッシオン防止に関する管轄官庁や市民から
の要求・問い合わせ等100に対して、企業組織の代表者としてそれらと接触するという任務であ
る101。本来の任務には含まれないこの任務が実際上重要な役割を果たしているのは、環境問題
についての専門知識を持ったイミッシオン防止管理者を活用することで、企業組織は管轄官庁
等からの要求に対して専門的な観点から自己の利益を主張することができるようになるからで
ある102。
内に向けて企業活動を監視すると同時に、外へ向けて企業利益を代弁するという点から、イ
ミッシオン防止管理者の活動は「ヤヌスの頭（二面性、両義性の意）」と評されることがある103。
だが、以上からはむしろ、「内部機関」としてのイミッシオン防止管理者の性格が企業組織の
「自己利益」のために活用されるという共通したメカニズムを確認することができよう。
（2）イニシャティブ任務の失敗
これに対して、制度創設当初よりイミッシオン防止管理者の最も重要な任務とされてきたイ
ニシャティブ任務は、実際には立法者が期待したほどにはその実効性を発揮していないという
のが、今日のおおかたの見解として固まりつつある104。特に、環境に優しい「製品」の開発・
導入に関してはイミッシオン防止管理者はほとんどその機能を発揮していないとされている105。
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この「イニシャティブ任務の機能不全」については様々な原因が指摘されている。第一に、
イミッシオン防止管理者が単なる「助言者」として構成され、例えば決定権・拒否権等のかた
ちで企業組織内で自らの異議・提案を貫徹させる力を有していないということがある106。企業
組織は経済利益の最大化を目指しているのであるから、しばしば多くのコストがかかる環境保
護措置が、何の強制力も背景とせずにやすやすと企業組織内で受け入れられていくとは考えに
くいということである107。
第二に、イミッシオン防止管理者にとっても自己の「出世」は大きな関心事となるというこ
とが言われている108。即ち、イミッシオン防止管理者も当該企業組織に属する従業員であり、
その後の出世を望むならば、経済利益の最大化という組織内のメイン・ストリームに反して頑
健に厳格な環境保護措置を要求したり、上申権（BImSchG57条）を利用して業務執行部に直訴
したりすることは得策ではない。したがって、はじめから企業組織内で受け入れやすい提案を
したり、すぐに妥協案を提出するといったことが考えられるのである109。
第三に、BImSchG特有の原因も指摘されている110。BImSchGでは、施設稼働者に対して、「技
術水準」に合致した措置によりリスクに対する事前配慮をなすことが継続的に義務づけられて
いる（同５条１項２号; 事前配慮義務）。一方で、イミッシオン防止管理者にはイニシャティブ
任務として、この法的な要求水準を越えて、自発的に企業組織内の環境保護対策を最適化する
よう動機づける役割が期待されている111。そこで、仮にイミッシオン防止管理者が自己の「動
機づけ」機能を最大限に発揮して、法律が予定するよりも厳しい環境保護技術の導入に成功し
たとすると、その後はその最新鋭の技術が管轄官庁によって「技術水準」として認められ、法
的に要求される事前配慮措置の水準にはね返ってくることになる。つまり、それによって事前
配慮措置の水準が押し上げられ、企業組織は自分で自分の首を絞めることになるのである。し
たがって、既に現時点での措置によって法律上の事前配慮義務が満たされているのであれば、
いかにイミッシオン防止管理者が熱心であったとしても、企業組織がさらに有効な環境保護措
置を自発的に導入するということは考えにくい。
その他、企業組織内でのイミッシオン防止管理者の位置づけもイニシャティブ任務の実効性
を妨げる要因として挙げられている。即ち、イミッシオン防止管理者は通常、企業組織全体を
統括する部門の中間管理職に位置づけられるため、たとえ技術者ないし化学者であっても、現
代の複雑化した企業組織においては個々の部門の隅々にまで行き届いた提言をなすことは困難
になっているというのである112。
かくして、実際の経験は、イミッシオン防止管理者制度が法律の遵守を志向した監督任務に
ついては有効性を発揮しうるものの、法的な規制水準を超えた環境保護を目指すイニシャティ
ブ任務に関してはうまく作動しないということを示した。換言すれば、「規制前提型」の自己監
督手法としての有効性は確認されたものの、期待がかけられていた「規制独立型」の自己監督
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手法としてはそれほどの効果を発揮しえなかったのである。このような結果はもちろん一回的
なものだとも言え、容易に一般化することは差し控えられねばならない。しかし、比較的近時
のイミッシオン防止管理者制度にかかる改革論議の動向を見ると（次節）、このような結果が同
制度に内在した構造的なものであるということが示唆される。
第４節　制度改革論議
（1）権限強化の提案
1990年におけるBImSchGの第３次改正に際して、連邦参議院は、これからは企業組織が自発
的に適切な環境保護措置を導入するなどして、自ら環境問題に関わる自己の活動を監督し、そ
れに対して責任を負わねばならない（監督任務とイニシャティブ任務の強化）という観点の下
で、イミッシオン防止管理者への「決定権の付与」と「公法上の義務の創出」を提案した113。
即ち、施設稼働者は、イミッシオン防止管理者に対し、重大な違法状態の回避・除去のために
必要な措置を下す「決定権」を付与しなければならず、その反面として、イミッシオン防止管
理者はその決定権の範囲内で、BImSchGに基づく義務が遵守されるよう配慮する公法上の義務
を負うという提案がなされたのである114。これらはそれまでの制度にはなかったものである。
しかし、この提案は以下のような理由で連邦政府によって否定されることとなった。即ち、
このような権限と義務を持ったイミッシオン防止管理者の創出によって、企業組織内に、それ
ぞれ経済利益と環境利益とに傾斜した二つの決定軸が生じる。これによって企業組織内に対立
の契機が生み出され、これは企業組織とイミッシオン防止管理者の間の「信頼関係」を損なう
ことになる、というのである115。信頼関係が消え、代わりに対立関係が生じれば、イミッシオ
ン防止管理者の助言にいちいち反感を覚えることはあっても、すすんでそれに従うことはます
ますありえなくなる。そうなれば、これまでうまく機能してきた監督・代表任務さえ機能不全
に陥るということも考えられる。このような理由から、結局、今日に至るまで、イミッシオン
防止管理者制度はほとんど変更を加えられることなく存続している。
また、環境法典の教授草案（UGB-ProfE）においても、「決定権」の付与116（UGB-ProfE96条
１項）と並んで、イミッシオン防止管理者に「公法上の義務」を課すことが提案された。即ち、
イミッシオン防止管理者は、近隣住民にとって重大な意味を持つ危険防御措置を実施する場合
等には、管轄官庁に当該企業組織の環境状況について情報提供しなければならないというもの
である（UGB-ProfE96条２項）。しかし、これについても、その後の環境法典の委員会草案
（UGB-KomE）では、そうした義務の創出によって企業組織側が重要な案件についてはイミッ
シオン防止管理者に情報を秘匿するおそれが生じ、両者の間の「信頼関係」を損なう等として
同様に却下されたのである117。その結果、環境法典草案においても、イミッシオン防止管理者
については、本章第２節で確認された「企業組織内の助言者」という理念型が維持されること
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となった118。
（2）「企業組織内の助言者」の維持
以上からすると、今日あるイミッシオン防止管理者制度のあり方は、1990年以降の改革論議
が答えを出せなかった結果というよりは、むしろ、あえて「企業組織内の助言者」という性質
を保持したものと見ることができよう。つまり、外部からの強制ではなく企業組織内部に環境
利益の考慮を動機づける仕組みを生み出すというのがイミッシオン防止管理者制度の制定当初
からの根本的な制度趣旨であることからすれば119、イミッシオン防止管理者も同じ企業組織に
属するという「内部機関」性と、施設稼働者との信頼関係を形成し自発性を促進するという
「助言者」という性格は、イミッシオン防止管理者制度のアイデンティティとして放棄しえない
とされたのである120。そうであるとすれば、先に示されたイミッシオン防止管理者の機能不全
（イニシャティブ任務の失敗）は、少なくとも「企業組織内の助言者」という性質から一般的に
説明されうる限りで、その当時の偶然のものではなく、今後も蓋然的に繰り返されうるものと
いうことになる。それはまた、「内部機関」による内側からの動機づけという制御方法を採る以
上甘受されなければならない内在的限界であるとも言えるであろう121。
さて、以上から、「規制独立型」の自己監督手法は現実に有効性を発揮しうるかという問いは、
ようやくその解答を見いだしたように思われる。そこで、章をあらため、以上を総括するかた
ちで自己監督手法の機能性とその限界について指摘することにする。
第５章　まとめ－自己監督手法の機能性と限界－
１．国家監督の補助
まず、自己監督手法は「国家監督の補助」機能を有する。国家が監視活動によって不適切な
状況を発見した場合、通常は追加的命令等を下す手続に移行する。だが、これは管轄官庁にと
っては作業負担の増大に他ならないため、元々過剰な負担を負っている場合は、そもそもはじ
めから監視活動を放棄してしまう（見て見ぬふりをする）こともあると言われる122。いわゆる
「執行欠缺」である。このような場合、前もって自己監督手法を制度化しておくことで、国家の
負担を軽減しつつ、実効的な国家監督が可能となる。例えば、国家監督の基礎となる事実情報
（排出データ、周辺大気状況等）の調査・報告を私人に課すことは、監督官庁が立入調査等を行
うより、私人への権利侵害の度合いも小さく、かつ効率的であるだけに、積極的に行われてよ
い。また、環境保護にかかる企業組織内の権限・情報経路等を官庁に報告させることも、平時
のみならずとりわけ事故時に適切な国家監督を確保する意味で有用である。
その際は、上記の調査・測定義務（第２章）に見られたように、国家が主導性を発揮し、私
人による自己監督の客観性や質を確保していくことが期待される123。例えば、私人に課す調
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査・報告事項を国家が詳細に規定する、あるいは、「指定機関制」に見られたように、任務を実
際に実施する者をできるだけ当該私人以外の外部の第三者とし、中立性を欠いた第三者を国家
が前もって排除しておくことが考えられる124。
今や、私人もまた環境保護という任務を国家と協働分担する主体である以上、これらの負担
を私人に課すことは私人の「自己責任」によって正当化されよう。
２．規制遵守の動機づけ
次に、自己監督手法は、企業組織に環境利益の考慮を動機づける機能を有する。この「動機
づけ」機能は、二つのレベルに分けることができた。一つは、さしあたり法的な規制水準の達
成までを動機づけるもの（規制前提型）と、法的な規制水準を超えた環境保護を動機づけるも
の（規制独立型）である。
BImSchGにおける実際の経験によれば、「規制前提型」に属する「企業内環境保護組織の報告
義務（第３章）」及び「イミッシオン防止管理者制度（第４章）」における監督任務はおおむね
その機能性を発揮したが、「規制独立型」に属するイミッシオン防止管理者制度のイニシャティ
ブ任務は有効性を発揮することなく、期待はずれに終わった。
この結果をもって自己監督手法の「動機づけ」機能一般を語るのは、いささか強引に過ぎる
かもしれない。しかし、やや抽象化して言えば、イミッシオン防止管理者制度は、法が組織化
義務によって企業組織の「内部機関」を操作し、その「内部機関」が企業組織の活動に影響を
与えるという構造を有する。このことに着目すれば、「内部構造」のはたらきという観点から、
自己監督手法の「動機づけ」機能につき以下のように一般化して記述することができる。
まず、「規制前提型」の場合、即ち、あらかじめ法的な規制が存在する場合、通常、その規制
対象となる企業組織の中には、（不承不承であるとしても）ひとまず規制を遵守することを前提
とした事業活動の循環が成立する。規制を遵守するという「動機」が成立すると、次に企業組
織の関心事は「どのようにすれば経済利益の追求という本来の目的との摩擦を最小限に抑えら
れるか」ということに向かう。この時、法の操作によって発生した「内部機関」は、企業組織
が規制を遵守する（あるいはそれに反しない）よう促すという法の目的を追求する（これは自
らの職務である）と同時に、「内部」機関としての性格ゆえに企業組織の本来の目的を見失うこ
ともない。いわば、「内部機関」は、法の目的と企業組織の目的との折り合いをつけるインター
フェイスとして機能する。つまり、「内部機関」は、動機づけそのものを行うというよりはむし
ろ、既に生じた動機のスムーズな実現を後押しする（ないしはその動機が消え入らないよう保
守する）のである。かくして、企業組織は、「内部機関」のはたらきによって、外部からの干渉
（法的規制）をできるだけ自己の目的に則したかたちで処理することができるようになる。イミ
ッシオン防止管理者の監督任務や代表任務における助言が、多くの企業組織に有用なものと評
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価されたのは、このためであると考えられる。
他方、通常、企業組織の中には法的な規制水準を越えて環境利益を考慮するという「動機」
はあらかじめ成立していない。したがって、「規制独立型」の場合、「内部機関」はその活動を
通じて、法的な規制水準以上の環境保護という企業利益に反する行為を企業組織に新たに動機
づけるところからはじめなければならない。動機づけをなすためには、合意志向的な戦略
（konsensorientierte Strategien）と対立志向的な戦略（konfliktorientierte Strategien）の二つがあり
うる125。イミッシオン防止管理者は、「企業組織内の助言者」として、組織内での合意形成を通
して環境利益と経済利益をソフトに融合させることを本来的な任務としてきた。だが、実際に
は、まさに「合意志向的」な「内部機関」としての性格（強制力のない助言、出世への関心等）
があだとなり、その機能性を大きく削がれたということは既に見た通りである（上記第４章第
３節（2））。他方において、イミッシオン防止管理者に各種の決定権を付与するという制度改革
の提案もなされた。企業組織内で経済利益と対立しても権限によって環境利益を貫徹するとい
う、いわば対立志向的な戦略である。しかし、それではイミッシオン防止管理者と企業組織と
の間の「信頼関係」を失わせることになり、それは結局、その他の有効に発揮された機能さえ
機能不全に陥らせることにもなりかねない。このような理由で提案は退けられ、現在でも依然
としてイミッシオン防止管理者は「企業組織内の助言者」を維持している。つまり、イミッシ
オン防止管理者の合意志向性・内部機関性とその機能性（有効性）は交換関係にあると見られ
ているのである。そうであれば、「内部機関」による「規制独立型」任務の追求、即ち法的な規
制水準を超えた環境保護の動機づけは、企業組織の中心利害に反するものであるがゆえに、「内
部機関」の内在的限界として、そのはたらきを大きく削がれざるをえないと言えよう。イミッ
シオン防止管理者のイニシャティブ任務が不首尾に終わったのは、このためである。
イミッシオン防止管理者等の経験を、「内部機関」のはたらきとして以上のように一般的に記
述できるとすれば、「動機づけ」を目的とした自己監督手法は、その性質上、「規制前提型」と
してのみ機能性を発揮しうる制御手法であると言えるであろう。
３．国家による制御の洗練化としての自己監督手法
このような一般化が可能であれば、自己監督手法は、企業組織内に新たな動機を生み出すこ
とよりはむしろ「規制法（Ordnungsrecht）を有効に貫徹すること」126、即ち「既存の動機や刺
激構造の実効性を改善すること」127にその本領があると言える128。したがって、自己監督手法
の有効性は、規制的手法のような「そのつどの…刺激をもたらす枠組み条件によって限定され
る」ことになる。自己監督手法が他の手法を代替することを期待して「規制法や独自に刺激作
用を持つ他の法的手法の規制緩和をする者は、（自己監督手法）からただその有効性の基盤を奪
うのみである（括弧内、筆者記）」との指摘は、まさに正鵠を射ている129。国家は、最終的に達
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成されるべき実体的基準を法的に定めることを放棄してはならない。法的な規制水準の達成を
より確かなものにするために自己監督手法が投入されるのであって、自己監督手法を投入する
から規制を緩和するという論理は成立しえないのである130。
総じて言えば、自己監督手法は、国家監督の補助あるいは自発的な法遵守の促進というかた
ちで、いずれも国家の監督活動を私人の側へ転嫁するものである。自己監督手法よって国家監
督は企業組織内の「統制者の統制（Kontrolle der Kontrolleure）」へと「限定される」として、あ
たかも規制緩和がなされるかのような方向性がほのめかされ131、さらには、自己責任の理念を
背景として、自己監督の義務づけは施設稼働者の自由権を侵害しないとも言われる132。しかし、
以上に述べたことからすれば、自己監督手法の導入は必ずしも監督の緩和、規制の緩和を意味
しない。国家監督がしばしば執行欠缺に陥っているということを考慮するならば、むしろ自己
監督手法の導入は国家監督の強化であり、上記の調査・測定義務に顕著であったように、時と
して私人に大きなコストを負担させる「介入の増大」でありうる133。国家は、規制的手法によ
り達成されるべき環境保護の水準を決定し、その達成状況や日常的な活動状況を逐一私人に報
告させ、さらには、組織そのものを規制適合的に形成するよう私人に義務を課す。自己監督手
法は、「国家＝規制者、社会（私人）＝被規制者」という従来の規制的手法を、「社会（私人）
のはたらきをも組み込んだ規制的手法」へと進化させた。その意味で、国家による社会への介
入は、自己監督手法の進展によって、より洗練された、緻密なものになってきていると言えよ
う。しかし、それは、執行欠缺を回避し、法による不確実性の制御を実効的なものとするため
には必要なことなのである。
（本稿は、平成17年度文部科学省科学研究費補助金（若手研究(B)）の助成による研究成果の一部
である。）
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Reaktorsicherheit(Hrsg.), Umweltgesetzbuch(UGB-KomE)(1998), S.712.
19 Vgl. Bender/Sparwasser/Engel, a.a.O.(Anm.13), S.35; Breuer, Umweltschutz zwischen Rechtsnormen, Standards
und Bewirtschaftungsermessen, in:ders.(Hrsg.), Regelungsmaß und Steuerungskraft des Umweltrechts(2000),
S.30f.; Köck, Umweltqualitätsziele und Umweltrecht - Die neue Umweltzieldebatte und ihre Bedeutung für das
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regulative Umweltrecht, ZUR 1997, 80.
20 BImSchGでは、施設規模や稼働期間等の点で相対的に大きな環境負荷をもたらす施設を「許可必要施設」
とし、それ以外の許可不要施設(nicht genehmigungsbedürftige Anlagen)から区別している(4.BImSchV参照)。
これまでの筆者の研究対象が前者であったことから(注1の各論文を参照)、本稿でも前者のみを考察対
象とする。
21 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.708f.
22 この二つの類型はRehbinder, Umweltschutz und technische Sicherheit als Aufgabe der Unternehmensleitung aus
juristischer Sicht, UTR 1994, 34f.の「法律に依存した環境保護(gesetzesabhängiger Umweltschutz)」と「自由
意思の環境保護(freiwilliger Umweltschutz)」という対概念に示唆を受けたものである。
23 大気汚染防止に関して言えば、「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律」に規定される公
害防止統括者等の任務は、もっぱら大気汚染防止法における意味でのばい煙の測定等に限定され、大気
汚染防止法の規制対象・規制水準を超える環境保護には及んでいない。
24 調査・測定義務の規定はBImSchGだけでなく、BImSchGに基づく法規命令(特に13.BImSchV(大規模燃焼
施設令)と17.BImSchV(廃棄物焼却施設令))にも存在するが、ここでは省略する。法規命令の規定につい
て詳しくは、Ludwig, Privatisierung staatlicher Aufgaben im Umweltschutz(1998), S.227f., S.232 und S.235を
参照。
25 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.526f.; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.236f.
26 Vgl. BT-Drs. 7/179, S.41; Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.522.
27 Vgl. Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.231.
28 わずかな汚染しかもたらさない施設のみ、エミッシオン申告書の提出義務が免除される(BImSchG27条
１項３文)。
29 “BImSchV”は、“Verordnung zur Durchführung des Bundes-Immissionsschutzgesetz”の略語であり、
BImSchGの法規命令を意味する。
30 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.512.
31 指定機関の審査の要件は各ラント法が定めている。ラント法に定めがない場合は、イミッシオン防止ラ
ント委員会(LAI)の指針を参考にして、そのつど官庁が判断することになっている。Vgl. Jarass,
a.a.O.(Anm.10), S.509; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.229f. und S.237.
32 例えば、BImSchG17条１項２文や同20条２項２文によれば、管轄官庁は、近隣住民等に損害発生が差し
迫っている場合には、規制権限を行使しなければならない。
33 BT-Drs. 12/6995, S.145では、国家監督に役立つ具体的な機能として、管轄官庁の情報ルートの確保、環
境負荷発生の予防、管轄官庁による直接的な介入行為の容易化が挙げられている。
34 BImSchG26条以下の調査・測定義務を「自己監督」に引きつけて理解するものとしては、Jarass,
a.a.O.(Anm.10), S.502 und S.705; Franzius, a.a.O.(Anm.18), S.202f.; Laskowski, in:Gusy(Hrsg.), a.a.O.(Anm.10),
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S.314ff.; Dolde/Vetter, Überwachung immissionsschutzrechtlich genehmigungsbedürftiger Anlagen -
Möglichkeiten der Länder bei Gesetzgebung und Vollzug im Hinblick auf die Umwelt-Audit-Verordnung, NVwZ
1995, 945f.がある。他方、Kloepfer, a.a.O.(Anm.3), S.261は、同義務を「国家監督の枠内」に位置づける。
35 Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.242f. und S.245は、上記の調査義務等をいわゆる「包摂」における事実確定部
分の「機能的私化(funktionale Privatisierung)」として捉え、国家監督の負担軽減という目的を強調する。
36 Vgl. Laskowski, in:Gusy(Hrsg.), a.a.O.(Anm.10), S.312; Schneider, Kooperative Verwaltungsverfahren -
Problemebenen der Kooperation in multilateralen Interessenstrukturen, aufgezeigt am Beispiel von
Nachvollziehender Amtsermittlung, Vorhaben- und Erschließungsplan sowie Konfliktmittlung -, VerwArch 1996,
40; Wolf, Zur Antiquiertheit des Rechts in der Risikogesellschaft, Leviathan 1987, 365.
37 例えば、Jarassは自己監督手法について語る際、しばしばこのような意味での「自己責任」を引き合い
に出している(Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.705, S.724 und S.773.)。なお付言すれば、ここでの「自己責任」
は、日本の規制改革への文脈で一般に語られる「自己責任」とはやや意味合いを異にする。後者にあっ
ては、リスク発生源(例えば、事業者)への「規制を緩和」することで、リスク回避の責任をリスク負担
者(例えば、一般消費者)の「自己責任」に委ねる意味で「自己責任」が語られる傾向があるのに対し、
前者にあっては、国家とリスク発生源との責任分担という文脈の中で、あくまでリスク発生源が自ら負
うべきリスク回避・低減責任として「自己責任」が語られる。したがって、そこでは、リスク発生源へ
の「規制の緩和」ではなく、むしろ「規制の強化」が見られる。また、BImSchGにおける調査・測定義
務等の「事後的規制」は許認可等の「事前的規制」と重畳的な関係にあり、この点でも日本の規制改革
における「事前的規制から事後的規制へ」という代替的な方向性とは発想を異にする。
38 Rehbinder, UTR 1994, 29ff.は、国家と社会の共通任務という視点を基礎に、国家監督と自己監督の適切
なウェイト配分がなされねばならないとする。
39 Vgl. Rehbinder, UTR 1994, 30f.
40 Vgl. BT-Drs. 11/4909, S.37.
41 施設稼働者の基本義務としての危険防御及びリスク事前配慮については、さしあたり戸部・前掲論文
(注1・自治研究)を参照。
42 Vgl. Knopp/Striegl, Umweltschutzorientierte Betriebsorganisation zur Risikominimierung, BB 1992, 2018.
43 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.722; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.295.
44 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.724ff.; Kloepfer, a.a.O.(Anm.3), S.354; Manssen, Die Betreiberverantwortung nach
§ 52a BImSchG, GewArch 1993, 282.
45 Vgl. Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.295; Feldhaus, Umweltschutzsichernde Betriebsorganisation, NVwZ 1991, 929.
46 Vgl. Rehbinder, UTR 1994, 43f.
47 Vgl. Rehbinder, UTR 1994, 43.
48 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.725; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.299f. 
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49 Rehbinder, UTR 1994, 56.
50 以下の具体例は、Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.726; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.302f.; Rehbinder, UTR 1994, 56ff.;
Manssen, GewArch 1993, 282f.; Feldhaus, NVwZ 1991, 934に依拠した。
51 Vgl. Kloepfer, a.a.O.(Anm.3), S.353; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.295; Knopp/Striegl, BB 1992, 2010.
52 Vgl. Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.300; Feldhaus, NVwZ 1991, 933.
53 Vgl. BT-Drs. 11/6633, S.48; Franzius, a.a.O.(Anm.18), S.203; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.301; Rehbinder, UTR
1994, 56 und 58.
54 Vgl. Kloepfer, Betrieblicher Umweltschutz als Rechtsproblem, DB 1993, 1127.
55 Vgl. Kloepfer, a.a.O.(Anm.3), S.353; ders., DB 1993, 1127; Rehbinder, UTR 1994, 40; Knopp/Striegl, BB 1992,
2010; Feldhaus, NVwZ 1991, 933.
56 Vgl. Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.294; Rehbinder, UTR 1994, 32.
57 Vgl. BT-Drs. 12/6995, S.147; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.295; Rehbinder, UTR 1994, 40.
58 Vgl. BT-Drs. 12/6995, S.146; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.295; Manssen, GewArch 1993, 282.
59 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.722; Franzius, a.a.O.(Anm.18), S.203; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.300; Rehbinder,
UTR 1994, 56; Manssen, GewArch 1993, 283; Knopp/Striegl, BB 1992, 2010; Feldhaus, NVwZ 1991, 933.
60 Vgl. Franzius, a.a.O.(Anm.18), S.203;  Kloepfer, DB 1993, 1127; Manssen, GewArch 1993, 280; Feldhaus,
NVwZ 1991, 933. かくして、学説には「企業内環境保護組織の報告義務」を国家監督と自己監督の間に
位置する中間形態として捉える見解が見られる。Vgl. Dolde/Vetter, NVwZ 1995, 946(官庁による監督と稼
働者自らによる監督とのインターフェイス); Rehbinder, UTR 1994, 53(暗示的制御と規制法の混合物).
61 BImSchG52a条１項には「本法並びに本法に基づき発せられる法規命令及び一般行政規則により施設稼
働者に課せられる義務」と規定されている。
62 Manssen, GewArch 1993, 281.
63 Manssen, GewArch 1993, 285.
64 環境問題専門家審議会は、このような組織化義務がなければ、企業組織が法律の遵守を確保するような
組織を自発的に生み出すということは期待できないとしている。Vgl. BT-Drs. 12/6995, S.144.
65 Vgl. Rehbinder, UTR 1994, 46f. Rehbinderによれば、現行の環境保護責任者の欠点としては、その他、企
業組織の組織化の自由により、複数者を環境保護責任者とすることが可能で責任の分散を招くおそれが
あること、及び責任の範囲がBImSchGの保護法益に限定され、領域横断的な問題を管轄するものではな
いこと等が挙げられている。
66 環境保護ディレクター制度の内容についてはBundesministerium für Umwelt, Naturschutz und
Reaktorsicherheit(Hrsg.), a.a.O.(Anm.18), S.739f.; Kloepfer, a.a.O.(Anm.3), S.351f.; Rehbinder, UTR 1994, 46ff.
を参照。
67 さらに言えば、BImSchGにおけるイミッシオン防止管理者制度の仕組みは、水管理法(WHG)21a条以下
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による「水域保護管理者(Gewässerschutzbeauftragte)」や循環経済廃棄物法(KrW-/AbfG)54条以下による
「廃棄物に関する企業内管理者(Betriebsbeauftragte für Abfall)」のような、他の法律における企業内管理
者制度に通底する基礎をなしている。Vgl.  Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und
Reaktorsicherheit(Hrsg.), a.a.O.(Anm.18), S.742; Kotulla, Umweltschutzbeauftragte: rechtliche Anforderungen an
die innerbetriebliche Selbstüberwachung durch Immissionsschutz-, Störfall-, Gewässerschutz- und
Abfallbeauftragte (1995), S.13f.; Knopp/Striegl, BB 1992, 2015f.
68 イミッシオン防止管理者を任命しなければならない施設は、5.BImSchV(イミッシオン防止管理者・事
故防止管理者についての命令)の附則Ⅰに詳細に列挙されている。
69 組織外部の者をイミッシオン防止管理者に任命しようとする場合は、官庁にその旨の申請をして、認め
られなければならない(5.BImSchV５条１項)。
70 Vgl. Kloepfer, a.a.O.(Anm.3), S.350; Rehbinder, Reflexives Recht und Praxis - Der Betriebsbeauftragte für
Umweltschutz als Beispiel, JbRSozRTh 1988, 120; Ullmann, Der Betriebsbeauftragte für Umweltschutz aus
betriebswirtschaftlicher Perspektive: Umweltpolitische Notwendigkeit  oder gesetzgeberischer Perfektionismus?,
Zfbf 1981, 1002f.
71 Vgl. Ullmann, Zfbf 1981, 1001.
72 Vgl. BT-Drs. 7/1513, S.4.
73 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.739; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.286f.; Kloepfer, DB 1993, 1126.
74 Steiner, Technische Kontrolle im privaten Bereich - insbesondere Eigenüberwachung und Betriebsbeauftragte,
DVBl 1987, 1137 und 1140; Ullmann, Zfbf 1981, 1003は、イニシャティブ任務を優先する。
75 Vgl. BT-Drs. 7/1513, S.4.
76 Vgl. Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.288f.
77 卑近な例では、日本におけるいわゆる動燃による臨界事故が想起されよう。この事故との関連で、日本
における核燃料取扱主任者・技術士制度及びドイツにおける放射線防護受任者等を取り上げるものとして、
高橋滋「安全確保における資格制度の機能に関する考察」日本エネルギー法研究所『原子力安全確保のた
めの法のあり方に関する総合的検討－平成12年度原子力等の安全確保法制班報告書－』(平成13年)第１章１
頁以下がある。
78 Vgl. Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.290; Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit(Hrsg.),
a.a.O.(Anm.18), S.742; Ullmann, Zfbf 1981, 994.
79 Vgl. DiFabio, Risikosteuerung im öffentlichen Recht - zwischen hoheitlicher Überwachung und regulierter
Freiwilligkeit -, in:Hoffmann-Riem/Schmidt-Aßmann(Hrsg.), Öffentliches Recht und Privatrecht als
wechselseitige Auffangordnungen(1995), S.151; Wagner, Effizienz des Ordnungsrechts für den Umweltschutz?,
NVwZ 1995, 1047.
80 Vgl. Kloeper, DB 1993, 1126; Ullmann, Zfbf 1981, 994; a.A. Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.288.
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81 Vgl. Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit(Hrsg.), a.a.O.(Anm.18), S.741; DiFabio,
Risikoentscheidungen im Rechtsstaat(1994), S.244; Steiner, DVBl 1987, 1133f.
82 Vgl. Kloepfer, a.a.O.(Anm.3), S.347f.
83 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.739ff.; Kloepfer, a.a.O.(Anm.3), S.348f.; Feldhaus, NVwZ 1991, 929; Rehbinder,
JbRSozRTh 1988, 118; Steiner, DVBl 1987, 1137.
84 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.729f.; Feldhaus, NVwZ 1991, 930; Rehbinder, JbRSozRTh 1988, 119; Steiner,
DVBl 1987, 1138. ちなみに、BImSchGにおける事故防止管理者に関しては、施設稼働者が危険防御に関
して事故防止管理者に決定権を付与することができる旨規定されており、これはイミッシオン防止管理
者制度とは異なる点である。
85 その意味で、イミッシオン防止管理者は、企業組織における「環境問題に関する良心(Umweltgewissen)」
であるとされる。Vgl. Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.285; Kloepfer, DB 1993, 1126; Knopp/Striegl, BB 1992,
2015.
86 Vgl. Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.287f.
87 イミッシオン防止管理者が備えるべき専門性と信頼性については5.BImSchV Abschnitt 2で具体的に示さ
れている。
88 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.750f.
89 Vgl. Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.283; Steiner, DVBl 1987, 1137.
90 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.737f.; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.283ff.; a.A. Steiner, DVBl 1987, 1137.
91 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.737f.; Knopp/Striegl, BB 1992, 2015f.; Ullmann, Zfbf 1981, 995. したがって、イ
ミッシオン防止管理者にBImSchGの任務規定を越える任務(例えば決定権や拒否権など)を与えるのは、
本来の任務がおろそかにならない限りで個々の施設稼働者の自由に委ねられている。
92 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.729; Kloepfer, a.a.O.(Anm.3), S.349; DiFabio, in:Hoffmann-Riem/Schmidt-
Aßmann(Hrsg.), a.a.O.(Anm.79), S.151; Steiner, DVBl 1987, 1138f.
93 Vgl. DiFabio, in:Hoffmann-Riem/Schmidt-Aßmann(Hrsg.), a.a.O.(Anm.79), S.151.
94 Vgl. Kloepfer, a.a.O.(Anm.3), S.349; Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit(Hrsg.),
a.a.O.(Anm.18), S.741.
95 Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.729f.; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.283ff.; Feldhaus, NVwZ 1991, 930; Rehbinder,
JbRSozRTh 1988, 118.
96 以下のイミッシオン防止管理者制度の実際に関する記述は、多くをUllmann, Zfbf 1981, 992ff.の企業に対
するアンケート調査に依っている。この調査は1977年に石炭・鉄鋼業、非鉄産業、化学産業、製紙業等
の412の企業に対してなされたものであり、かなり古いデータであるが、比較的近時の文献(例えばBT-
Drs. 12/6995, S.144ff.; Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit(Hrsg.),
a.a.O.(Anm.18), S.740ff.)と照らし合わせても、イミッシオン防止管理者制度の実態の傾向については現
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在でもほぼ妥当するように思われる。
97 Vgl. Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit(Hrsg.), a.a.O.(Anm.18), S.742; Ullmann,
Zfbf 1981, 1003 und 1006.
98 Vgl. Rehbinder, JbRSozRTh 1988, 121.
99 今や多くの論者が代表任務を(本来の任務ではないとしながらも)イミッシオン防止管理者の任務の一つ
として認めている。Vgl. Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit(Hrsg.),
a.a.O.(Anm.18), S.742; Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.290f.; Kleopfer, DB 1993, 1126; Rehbinder, JbRSozRTh
1988, 118; Steiner, DVBl 1987, 1137f.
100 多くの企業は、代表任務の中でも特に「官庁との接触」を重視している。Vgl. Ullmann, Zfbf 1981, 1003.
101 Vgl. Ludwig, a.a.O.(Anm.24), S.290f.
102 Vgl. Rehbinder, JbRSozRTh 1988, 121.
103 Vgl. Steiner, DVBl 1987, 1138.
104 Vgl. BT-Drs. 12/6995, S.147; Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit(Hrsg.),
a.a.O.(Anm.18), S.742;  Kloepfer, DB 1993, 1126f.; Rehbinder, JbRSozRTh 1988, 122ff.; Ullmann, Zfbf 1981,
1004f.
105 Vgl. Ullmann, Zfbf 1981, 1004.
106 Vgl. Rehbinder, JbRSozRTh 1988, 123.
107 Vgl. BT-Drs. 12/6995, S.147; Engel, Regulierung durch Organisation und Verfahren, in:Immenga/Moschel/Reuter
(Hrsg.), Festschrift für Ernst-Joachim Mestmäcker : zum siebzigsten Geburtstag(1996), S.127f.; Roßnagel,
Ansätze zu einer rechtlichen Steuerung des technischen Wandels, UTR 1994, 452.
108 Vgl. Rehbinder, JbRSozRTh 1988, 123.
109 Ullmann, Zfbf 1981, 1007f.の調査結果によれば、アンケート対象の全企業のうちの43.0%(従業員1000人以
上の大企業にあっては65.0%)で企業内管理者と他の部門との意見対立があったが、その際、結果におい
て企業内管理者の見解が一部又は全部受け入れられた割合は87.0%にも達する。しかし、Ullmannによ
れば、これは企業内管理者が企業内で強力な説得力を有しているというよりはむしろ、はじめから穏健
な提案しかしないといったことに帰せられうるという。
110 Vgl. Ullmann, Zfbf 1981, 1011.
111 Vgl. BT-Drs. 7/1513, S.4.
112 Vgl. BT-Drs. 12/6995, S.147; Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit(Hrsg.),
a.a.O.(Anm.18), S.742.
113 Vgl. BT-Drs. 11/4909, S.37f.
114 その他、廃棄物法における管理者制度の改革について連邦参議院によって同時期になされた提案を含め、
様々な改革案の紹介とその評価については、Steiner, DVBl 1987, 1139ff.が詳しい。
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115 Vgl. BT-Drs. 11/4909, S.46.
116 環境問題専門家審議会も、1994年の環境鑑定書(Umweltgutachten 1994)において、とりわけ決定権の付与
を薦めていた。Vgl. BT-Drs. 12/6995, S.145.
117 Vgl. Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit(Hrsg.), a.a.O.(Anm.18), S.743f.
118 Vgl. Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit(Hrsg.), a.a.O.(Anm.18), S.743ff. 委員会
草案では、確かに、施設稼働者は管理者に決定権限を委ねることができるという規定が置かれたが
(UGB-KomE155条４項)、これは施設稼働者に決定権の付与を義務づける教授草案とは意味合いが異な
る。このような規定がなくとも、施設稼働者は管理者に対し自由に決定権を与えることができるのであ
り、その意味では委員会草案のこの規定は確認的な規定にとどまる。
119 Vgl. BT-Drs. 7/1513, S.4.
120 イミッシオン防止管理者制度は、イミッシオン防止管理者と企業組織との間に「信頼関係」がある場合
にのみその機能性を発揮しうるように設計されているという。Vgl. Kloepfer, a.a.O.(Anm.3), S.351;
Lechelt, §52 Abs.1 BImSchG - Eine <immissionsschutzrechtliche Generalklausel>?, DVBl 1993, 1048; Steiner,
DVBl 1987, 1140.
121 Rehbinder, UTR 1994, 47; ders., JbRSozRTh 1988, 126は、イミッシオン防止管理者のこのような限界は
「構造的にもたらされた(strukturbedingt)」もの、「経済システムによって条件付けられた(wirtschaftssys-
tembedingt)」ものとしている。
122 Vgl. Lübbe-Wolff/Steenken, Privatisierung umweltbehördlicher Aufgaben, ZUR 1993, 264.
123 Vgl. Laskowski, in:Gusy(Hrsg.), a.a.O.(Anm.10), S.323f.; Roßnagel, UTR 1994, 452.
124 Vgl. Lübbe-Wolff/Steenken, ZUR 1993, 267f.
125 Vgl. Gusy, Privatisierung als Herausforderung an Rechtspolitik und Rechtsdogmatik, in:ders.(Hrsg.),
Privatisierung von Staatsaufgaben: Kriterien -Grenzen -Folgen(1998), S.350f.
126 Rehbinder, UTR 1994, 67.
127 Lübbe-Wolff, Instrumente des Umweltrechts - Leistungsfähigkeit und Leistungsrenzen, NVwZ 2001, 491. 以下の
引用部分(「」部分)も同頁による。
128 環境問題専門家審議会もまた、1994年の環境鑑定書において、自己監督手法は規制法の実現を支えるに
適した手法であると評価し、規制緩和よりも予防的な環境保護に資するものとしてその拡充を勧告して
いる。Vgl. BT-Drs. 12/6995, S.144f.
129 その他、Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit(Hrsg.), a.a.O.(Anm.18), S.741;
Laskowski, Duale Verantwortungsstrukturen in Umweltrecht und Umweltpolitik: Privatisierungstendenzen im
Recht der Anlagenüberwachung, in:Schuppert(Hrsg.), Jenseits von Privatisierung und "schlankem" Staat(1999),
S.96もまた、企業内管理者制度等の自己監督は官庁による外部からの監督(Fremdüberwachung)に代替す
るものではないとしている。
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130 Mayer/Rösner/Six, Vollzug des §52 BImSchG in Hessen, ZUR 1997, 199f.; Rehbinder, UTR 1994, 60f. によれ
ば、環境監査も「動機づけ」機能を有する自己監督手法の一つであるが、本文の私見と同様に、環境監
査がなされたからといって直ちに規制緩和がなされてはならないとする。もっとも、環境監査における
審査事項と規制法における許可要件が重なっている場合等は、環境監査の認証を受けている施設につい
ては、二度手間を避ける意味で、許可申請時に申請事項を減らす等のことは可能であろう。実際、
BImSchG58e条は、いわゆるEMAS参加企業に対して許可申請時の資料提出負担を軽減する旨を規定し
ている。ただし、それはいわば事務経済的な観点からする規制緩和であって、実体的な規制水準の切り
下げを意味するものではないことに注意が必要である(Vgl. Jarass, a.a.O.(Anm.10), S.774f. おそらくは同
旨の指摘として、大塚直『環境法』(平成14年)103頁参照)。
131 Vgl. BT-Drs. 11/4909, S.37; Kloepfer, DB 1993, 1127. 「統制者の統制」とは、企業組織による自己監督を
国家が監督するという意味である。
132 Vgl. Laskowski, in:Gusy(Hrsg.), a.a.O.(Anm.10), S.321f.; Koch, Das Kooperationsprinzip im Umweltrecht - ein
Missverständnis?, NuR 2001, 543; Kloepfer, DB 1993, 1127. 解釈論的には、自己監督の義務はBImSchG５条
による危険防御・事前配慮等の基本義務に既に含まれているとされる。
133 Vgl. DiFabio, Verwaltung und Verwaltungsrecht zwischen gesellschaftlicher Selbstregulierung und staatlicher
Steuerung, VVDStRL 56(1996), 242f. und 258; Schoch, Privatisierung von Verwaltungsaufgaben, DVBl 1994,
975.
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Die Funktionsfähigkeiten und Grenzen der gesellschaftlichen
Eigenüberwachung in der Steuerung des Umweltrisikos
TOBE Masumi
(Department of Faculty of Literature & Social Sciences)
Wenn die Genehmigung im Risikobereich eine "Entscheidung unter Ungewißheiten" ist, so muß ihre
nachfolgende Beobachtung durch staatliche Überwachung eigentlich ausreichend getan werden. Aus
Mangel an Steuerungsquelle erleidet sie jedoch manchmal sogenannte "Vollzugsdefizite". Daher rechnet
man auf "Eigenüberwachung", die die Überwachungstätigkeiten der Gesellschaft überläßt. Dieser Beitrag
betrachtet die Funktionsfähigkeiten und Grenzen der Eigenüberwachung in der Steuerung des
Umweltrisikos.
In Bundes-Immissionsschutzgesetz (BImSchG) gibt es einige Eigenüberwachungen. Die
Messungspflichten und Emissionserklärung (BImSchG Art.26～31) können die Lasten der staatlichen
Überwachungen erleichtern. Sie überwälzen die Lasten auf Gesellschaft, aber das wird unter dem Namen
"Eigenverantwortung" gerechtfertigt. Die Mitteilungspflichten (BImSchG Art.52a) und
Immissionsschutzbeauftragte (BImSchG Art.53～58) sind die "initiativerregende" Eigenüberwachung,
die durch rechtliche Kontrolle die Gesellschaft (vor allem die Unternehmen) auf spontane Beachtung
rechtlicher Regulierungen oder auf Berücksichtigung der Umweltinteresse "über" ihres Niveau lenkt.
In der Tat hat die eine initiativerregende Eigenüberwachung, die auf die Motivierung der Befolgung
rechtlicher Regulierungen zielt (das "regulierungsabhängige" Modell), in ihrer Wirksamkeiten und
Nützlichkeiten bewiesen worden. Die andere initiativerregende, die die Unternehmen zur
Berücksichtigung der Umweltinteresse mehr als das Niveau der rechtlichen Regulierungen motiviert (das
"regulierungsunabhängige" Modell), hat jedoch in einem Mißerfolg geendet, obwohl sie auf die
Erwartungen des Gesetzgebers am größten gesetzt wird.
Diese Ergebnisse sind als die Grenze solcher Steuerungsweise zu erklären, die eine Organisation (z.B.
eine Unternehmen) zur Berücksichtigung außerorganisatorischer Interessen durch den Einfluß inneren
Organs zu motivieren versucht. So findet sich die Funktionsfähigkeit der Eigenüberwachung darin, nicht
neue Motive zu schaffen, vielmehr die staatlichen Steuerungsquellen zu schonen oder die Effektivität der
regulativen Instrumente zu verbessern. Andersherum gesagt, dürfte die staatliche Steuerung durch die
Entwicklung der Eigenüberwachungen immer tiefer und verfeinerter werden.
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